
（平成２４年１０月１１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 2 件



宮城厚生年金 事案 2775 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社ＡのＢ事業所におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 52 年４月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を９万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年３月 30 日から同年４月１日まで 

株式会社Ａに勤務した昭和 51 年４月から 53 年８月までの期間のうち、

52 年３月について厚生年金保険被保険者期間とされていないが、同社

Ｂ事業所から同社本社に転勤になった時期で、同社には継続して勤務し

ていたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａの回答及び雇用保険の記録から、申立人が昭和 51 年４月１

日から 53 年８月 31 日まで継続して勤務（昭和 52 年４月１日に株式会社

ＡのＢ事業所から同社本社に異動）していることが推認でき、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社ＡのＢ事

業所における昭和 52 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から９万

8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、保険料を納付したか否かは不明としているが、事業主

が保管している申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認

通知書における資格喪失日が昭和 52 年３月 30 日となっていることから、

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申



立人に係る 52 年３月分の保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2776 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格取得日に係る記録を昭和 41 年７月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を３万 3,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年７月１日から同年９月１日まで 

私は、昭和 39 年４月から 42 年３月までＡ株式会社に勤務し、41 年

７月頃に同社Ｃ事業所から同社本社に転勤したが、年金記録では、転勤

した後の申立期間は厚生年金保険に未加入となっている。 

本社に転勤後も継続して勤務したのは間違いないので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び同僚の証言から判断すると、申立人がＡ株式会社に

継続して勤務し（昭和 41 年７月１日にＡ株式会社Ｃ事業所から同社本社

に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る事業所別被保険者名簿の昭和 41 年９月の記録から、３万 3,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付したか否かについて

は、Ｂ株式会社は当時の資料が残っていないため不明と回答しており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 2778 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②について、申立人の船舶所有者Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に

おける船員保険被保険者資格取得日は昭和 35 年７月 26 日、資格喪失日は

36 年８月 22 日であると認められることから、申立人に係る船員保険被保

険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和 35 年７月及び同

年８月は１万 2,000 円、同年９月から 36 年７月までは１万 6,000 円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年６月６日から同年８月 24 日まで 

             ② 昭和 35 年７月 26 日から 36 年８月 22 日まで 

申立期間①について、船舶所有者Ｃの「船舶Ｄ」に甲板員として乗り

組んだ。船員手帳に雇入及び雇止の記録があるので、船員保険に加入し

ていないのは納得できない。 

また、申立期間②について、船舶所有者Ａの「船舶Ｅ」に甲板員とし

て乗り組んだ。乗船を証明する船員手帳は紛失してしまったが、当該船

舶に乗り組んだのは間違いないので、船員保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、船舶所有者Ａの船舶Ｅに係る船員保険被保険者名

簿（以下「船舶Ｅ名簿」という。）において、申立期間②に被保険者の記

録があり住所等が判明している同僚 13 名に照会したところ、７名から回

答が得られた。この回答において、全員が申立人と同じ頃に当該船舶に乗

り組んだと証言している上、申立人が一緒に乗り組んだとして名前を挙げ

た当該船舶の船長ほか２名は、船舶Ｅ名簿において申立期間②を含む期間

に被保険者記録が確認できることから、申立人が申立期間②において当該

船舶に乗り組んで勤務していたことが推認できる。 



また、船舶Ｅの乗組員について、申立人は全部で 23 名ぐらいとしてい

るところ、船舶Ｅ名簿によれば、申立期間当時の被保険者数は 22 名又は

23 名であることから、当該船舶の乗組員はほぼ全員が船員保険に加入し

ていたことがうかがえる。 

さらに、船舶Ｅ名簿において、申立人と姓は相違するものの名前と生年

月日が一致し、基礎年金番号に統合されていない船員保険被保険者記録

（資格取得日は昭和 35 年７月 26 日、資格喪失日は 36 年８月 22 日）が確

認できる。 

加えて、上記回答があった７名全員が、上記未統合記録の被保険者につ

いて、乗船していた記憶は無いと証言していることから、当該未統合記録

は申立人の記録であると判断することができる。 

これらを総合的に判断すると、船舶所有者Ａは、申立人が昭和 35 年７

月 26 日に船員保険の被保険者資格を取得し、36 年８月 22 日に資格を喪

失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったと認められる。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、今回統合する申立人の

船舶Ｅ名簿の記録から、昭和 35 年７月及び同年８月は１万 2,000 円、同

年９月から 36 年７月までは１万 6,000 円とすることが妥当である。 

一方、申立期間①については、申立人が所持する船員手帳の記載により、

申立人が船舶所有者Ｃの所有する船舶Ｄに乗り組んだことは認められる。 

しかし、船舶Ｄの乗組員について、申立人は、全部で 23 名ぐらい、船

舶所有者は 20 名から 23 名ぐらい、同僚は 18 名から 20 名ぐらいだったと

述べているところ、船舶所有者Ｃの船舶Ｄに係る船員保険被保険者名簿に

よれば、申立期間①の被保険者数は 10 名であることから、全乗組員の半

数近くが船員保険に加入していないことがうかがえる。 

また、上記被保険者名簿に申立人の氏名は見当たらず、被保険者証記号

番号１番から資格取得日が昭和 33 年４月２日の先頭番号 11 番までの間に

欠番も無い。 

さらに、申立人に係る船員保険被保険者台帳において、最初の被保険者

資格の取得日は昭和 32 年８月 26 日であることが確認できるが、申立期間

①に被保険者となった記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①における船員保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1729 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年４月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年４月から 63 年３月まで 

私は、夫が会社を辞めた昭和 52 年４月頃に、夫と一緒に国民年金に

加入し、お金ができた 58 年頃に申立期間の国民年金保険料をまとめて

納付した。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を昭和 58 年頃にＡ市Ｂ支所で一

度にまとめて納付したと主張しているが、当該時点では申立期間の保険料

をまとめて納付することができない上、現年度分以外の保険料は市役所で

納付することができない等、申立人の主張には制度に照らして不合理な点

がみられる。 

また、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1730 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年４月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年４月から 63 年３月まで 

私が会社を辞めた昭和 52 年４月頃に、私の妻が、国民年金の加入手

続を行い、お金ができた 58 年頃に夫婦二人分の申立期間の国民年金保

険料をまとめて納付した。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を昭和 58 年頃にＡ

市Ｂ支所で一度にまとめて納付したと主張しているが、当該時点では申立

期間の保険料をまとめて納付することができない上、現年度分以外の保険

料は市役所で納付することができない等、申立人の主張には制度に照らし

て不合理な点がみられる。 

また、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人の妻が申立期間の国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は

無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1731 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年８月から 61 年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年８月から 61 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、Ａ区役所Ｂ支所に相談に行き、分割で

もよいと言われ、昭和 61 年に未納にしていた８か月分を３～４回に分

けて区役所の窓口で納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によると、申立人は、昭和 53

年 10 月 17 日に国民年金に任意加入し、60 年８月７日に被保険者資格を

喪失しているが、その後 61 年４月１日に国民年金第１号被保険者資格を

取得するまでの間は、国民年金に加入した記録は無く、申立期間は国民年

金の未加入期間とされており、国民年金保険料を納付することはできなか

ったものと考えられる。 

また、昭和 61 年４月１日に国民年金第１号被保険者資格を取得してい

るが、その加入手続がなされたのは、Ｃ市の国民年金被保険者名簿（紙名

簿）の記載から同年 12 月２日であると考えられ、納付年月日は不明なが

ら同年４月から同年 11 月までの８か月分の保険料は納付済みとなってい

ることからすると、当該保険料は加入手続をした同年 12 月以降の時点で

遡って納付したものと考えられ、申立人が主張する８か月分を遡って納付

したとする記憶はこの納付のこととも考えられる。 

さらに、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見



当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1732 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年２月から平成元年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年２月から平成元年３月まで 

申立期間当時は大学生であり、Ａ市に住んでいた。私の国民年金の加

入手続は、昭和 62 年 10 月頃、Ｂ県Ｃ市に住んでいた実家の父親が同市

役所で行い、国民年金保険料の納付も行った。 

申立期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿（電子データ）によれば、新

規資格取得処理が平成５年８月 25 日に行われていることが確認できるこ

とから、この頃、申立人の国民年金の加入手続が行われたものと推認され

る。 

また、申立人は、申立期間当時は大学生であったと述べており、当該期

間は任意加入の対象となることから、申立期間は遡及して国民年金の加入

期間とすることはできないため、厚生年金保険被保険者資格を喪失した平

成３年２月 26 日に遡及して国民年金被保険者資格を取得したものと考え

られ、Ａ市の国民年金被保険者名簿によれば、申立期間は未加入とされて

いる。 

さらに、申立人の父親は、Ｃ市役所で申立人の国民年金の加入手続を行

った際、年金手帳の交付を受けた記憶は無いと述べている上、同市からは、

申立人に該当するデータは無いとの回答を得ていることから、申立人が、

申立期間に国民年金被保険者資格を取得していた状況がうかがえない。 

加えて、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出された事情

は見当たらない上、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期



間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1733 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年７月から 51 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年７月から 51 年 12 月まで 

Ａ県Ｂ市に住んでいた時に国民年金保険料の納付書が送られてきたが、

高額だったので同市役所出張所に駆け込んだ。分割でもよいと言われ、

３回ほどに分けて郵便局で納付した。その後は納付書が届いたらすぐに

郵便局などで納付した。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号

は昭和 54 年２月 20 日にＣ町（現在は、Ｄ市）で払い出されていることが

確認できることから、同年２月頃に国民年金の加入手続が行われ、厚生年

金保険被保険者資格を喪失した直後の 50 年７月 20 日に遡って被保険者資

格を取得したものと考えられる。 

このため、加入手続が行われたと考えられる昭和 54 年２月の時点では、

申立期間は時効により過年度納付ができないため、保険料を納付するとす

れば、当時実施されていた特例納付（附則第４条）によることになるが、

ⅰ）申立人は６万円から７万円ぐらいの保険料を３回に分けて納付した旨

述べているが、加入手続が行われたと考えられる時点で過年度納付が可能

であった 52 年１月に遡って約２年間分の保険料が納付されており、この

期間の保険料は６万 3,360 円であることから、申立人はこの納付済期間に

ついての記憶を述べている可能性があること、ⅱ）仮に申立期間を特例納

付したとすれば、その保険料は７万 2,000 円であることから、前述ⅰ）の

納付済期間の保険料と合わせると 13 万 5,360 円であり、申立人が述べて

いる金額とは大きく相違すること、ⅲ）特例納付が行われた場合、国民年



金被保険者台帳（マイクロフィルム）が残されていることになるが、申立

人に係る同台帳は見当たらない上、ほかに特例納付を裏付ける資料も無い

ことから、申立人が特例納付をしたとは考え難い。 

また、申立人が申立期間後に居住していたとするＡ県Ｂ市の年度別納付

状況リスト（昭和 59 年５月 10 日現在）によれば、申立期間は未納と記録

されている。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



宮城厚生年金 事案 2777 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年６月１日から同年６月 29 日まで 

             ② 昭和 62 年９月 21 日から 63 年６月１日まで 

私は、昭和 62 年４月からＡ事業所に勤務し、昭和 62 年度は同事業所

からＢ事業所に３回派遣されたが、年金記録を確認したところ、Ｂ事業

所に派遣されていた期間を含む申立期間①及び②が厚生年金保険の被保

険者期間となっていなかった。 

申立期間後にも他の事業所に派遣された期間があるが、その期間はＡ

事業所で継続して厚生年金保険の被保険者となっていることから、申立

期間①及び②についても、同事業所において厚生年金保険被保険者であ

ったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 62 年度にＡ事業所からＢ事業所に３回派遣されたとし

ているところ、Ａ事業所から提出された申立人の人事記録によれば、申立

期間①並びに申立期間②のうち昭和 62 年９月 21 日から同年 10 月 17 日ま

での期間及び 63 年２月７日から同年３月５日までの期間において、申立

人がＢ事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、申立期間①について、申立人のＡ事業所に係る健康保険

厚生年金保険被保険者原票によれば、当該期間は健康保険の任意継続被保

険者となっていることが確認できることから、申立人は、一旦、昭和 62

年６月１日付けで健康保険及び厚生年金保険の被保険者資格を喪失したも

のと考えられる。 

また、申立期間②について、オンライン記録によれば、申立人は昭和

62 年９月 21 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失しているところ、上



記人事記録においても同日付けでＡ事業所を辞職している上、同事業所か

ら提出された申立人の基準給与簿によれば、同年９月分の給与から厚生年

金保険料は控除されていないことが確認できる。 

さらに、申立人の元妻のＣ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票によれば、申立人は、昭和 62 年 11 月 10 日から 63 年４月１日までの

期間、元妻の被扶養者となっていることが確認できることから、申立期間

②当時、申立人はＡ事業所で健康保険及び厚生年金保険の被保険者とはさ

れていなかったことがうかがわれる。 

加えて、前述の人事記録の備考欄には、申立人が昭和 62 年 10 月１日か

ら 63 年３月 31 日までの期間はＡ事業所のＤ部署にて研修、同年４月１日

から同年５月 31 日までの期間はＥ機関のＦの身分であったと記載されて

いるところ、同事業所総務課人事係によれば、Ｅ機関のＦの身分の者は無

給であるとしている。 

その上、Ａ事業所のＧ部署に勤務する事務担当職員は、申立期間当時、

Ｇ部署には、Ｈ、Ｉ及びＦの身分の者がおり、Ｆの身分であれば給与は支

払われず、厚生年金保険にも加入しなかったと思うとしている。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年３月１日から 35 年 10 月５日まで 

厚生年金保険の期間照会をしたところ、株式会社Ａに勤務していた昭

和 33 年９月１日から 35 年 10 月５日までの期間のうち、申立期間につ

いて未加入となっていた。 

申立期間についても当該事業所に継続して勤務していたので、厚生年

金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、株式会社Ａの専務であったとする者は、「当該事業所は

昭和 45 年頃廃業し、事業主も既に亡くなっている上、当時の関係資料は

無い。申立人は、新聞の求人広告に応募してきて採用した。申立人の勤務

期間は正確に覚えていないが、見習期間を含め６か月から１年ぐらいしか

勤務していなかった。」旨述べており、申立人の申立期間における勤務実

態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、当該事業所の事業所別被保険者名簿において、申立期間中に被保

険者記録が確認できる 10 名のうち、住所が判明した同僚５名に照会した

ところ、回答があった３名は、申立人を覚えていない又は知らないと述べ

ていることから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の

加入状況について、証言が得られない。 

さらに、上記被保険者名簿によると、申立人は昭和 33 年９月１日に厚

生年金保険の被保険者資格を取得し、34 年３月１日に同資格を喪失して

いることが確認でき、オンライン記録と一致する上、不自然な記録訂正も

見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与



から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 




